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Ⅱ.大阪支部コラボヘルスの推進について
〈企画総務グループ〉
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大阪支部のコラボヘルスこれまでの取り組み

事業主との連携

〇健康宣言事業
事業所全体で健康づくりに取り組むことを事業主に宣言いただき、協会けんぽがその取り組みをサポート・フォローアップす
る仕組み。事業主はその実践を図ることで、従業員の健康維持増進と会社の生産性向上や企業価値の向上を目指す
経営手法である健康経営®を推進できる。

コラボヘルスとは・・・

加入者の健康の保持増進を図ることを目的に、協会けんぽと事業主等が協同・連携すること。

行政との連携

〇大阪府と共同しデータ分析を行い、地域の健康課題を把握し、連携した保健事業に取り組む。
〇大阪府や市町村（枚方市・八尾市など）と健康経営セミナーを協同で開催し、府内の事業所の健康経営推進
を図る。

〇扶養家族の特定健診と市町村が実施するがん検診を同時に実施できる集団健診の開催や未受診者勧奨を協同
で実施する。

業種団体との連携

〇生活習慣病予防健診の受診勧奨と事業者健診データの取得を業種団体（トラック協会など）と連携しながら実施
する。
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大阪支部の健康宣言事業について

健康宣言とは・・・

事業主の皆さまに職場の健康づくりに取り組むことを宣言いただくとともに、職場で周知していただき、
事業所と協会けんぽが連携して、職場の健康課題の解決等に取り組むこと。

健康宣言のエントリー

取り組み必須項目を確認＋
事業所で取り組む選択項目を選ぶ1 事業所及び担当者の情報と選択項目を

チェックし協会けんぽへFAXするだけ2
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大阪支部の健康宣言事業所数の推移

協会けんぽ大阪支部における健康宣言推移

（社）
4,492 社
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大阪支部の健康づくりサポートツール

協会けんぽから「宣言証」が届いたら、
社内外に発信し、取り組みを実践

#N/A
#N/A

協会けんぽ大阪支部

事業所カルテ

2023年度版

日頃より協会けんぽの事業運営にご協力いただきましてありがとうございます。

この度、御社の健診結果や医療費のデータを元に、「事業所カルテ」を

作成しましたのでご提供いたします。

同カルテを活用し、健康づくりを推進していただければ幸いです。

～会社の健康は従業員の健康から！健康づくりを一緒に取り組みましょう～

※ 「事業所カルテ」は、職場において積極的に従業員の健康づくりに取り組んでいただくための現状把握や

課題抽出、また、そのための対策や目標を設定するための支援ツールですので、提供したデータ等のご利

用は貴社内に限りますようお願いいたします。

事業所名 様

事業所の健康状態確認できる
事業所カルテをお届け

健康課題の
把握に

35歳以上の
被保険者の方の
生活習慣病予防
健診費用を補助

健診結果により、
40歳以上の方の
保健師・
管理栄養士等に
よる特定
保健指導を
無料で実施

健康に関する様々な分
野のエキスパートが訪
問やオンラインで講座
を開催する
健康教室

情報紙や
メールマガジンで
健康保険制度や
健康づくり情報を
提供

健康経営に取組ん
でいる事業所様の
取組事例をまとめ
た冊子をお届け

他社の取組発表や
健康経営のノウハウ
が学べる
健康経営セミナー
の開催
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健康経営PDCAの実践

Plan

DoCheck

Action
ステップアップの

ための改善
評価に基づき、次のPDCAに
繋がる取り組み改善

協会けんぽサポートツール

・健康経営事例集

健康課題の把握
目標設定
自社の健康課題を把握して
無理のない目標を設定

協会けんぽサポートツール

・事業所カルテ
・健康宣言エントリーシート
・振り返りアンケート

プランに沿った取り組み

・健康講座
・特定保健指導
・情報紙等の
提供

事業所が主体となった健康づ
くりの取り組みの実施

取り組みの評価

取り組みの効果を経年で
比較する等により評価

協会けんぽサポートツール

・生活習慣病予防健診
・事業所カルテ
・振り返りアンケート

協会けんぽサポートツール

健康経営PDCAのイメージ

協会けんぽの様々なサポートツールを利用しながら、健康づくりの課題となっている部分を中心に取り組んで健康づくりを推進。
定期的に届く事業所カルテ等の数値等も参考に、その時点での自社の状況を確認することでPDCAサイクルを回して健康度を向上していく。

健康宣言の全体像
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NEXT STEP 顕彰制度へのチャレンジ

日本健康会議「健康経営優良法人認定制度」

優良な健康経営を実践している大企業や中小企業等の法人を顕彰する制度。
経済産業省が制度設計を行い、日本健康会議が認定。

大規模の企業等を対象とした「大規模法人部門」と、中小規模の企業等を対象とした「中小規模法人部門」の２つ
の部門により、それぞれ「健康経営優良法人」を認定。

認定を受けると経済産業省のホームページに社名が
掲載され、社会的な評価が向上。
健康経営優良法人向けの様々なインセンティブがあ
る。

金融市場では…優遇金利での融資
労働市場では…求人広告への掲載
公共調達では…入札評価 など

認定の

メリット

インセンティブの例

※中小規模法人部門の申請には「健康宣言」へのエントリーが必須です

出典：経済産業省
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健康経営優良法人2023
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大阪府の健康経営優良法人認定社数 21→57→282→612→1,099→1,716→1,831社

「中小規模法人部門」の認定数の比較（全国計：14,019社）
※令和5年4月1日現在

協会けんぽ

218社

★大阪府は全国１位（4年連続）

協会けんぽ大阪支部

491社

協会けんぽ大阪支部

1,504社

健保組合他
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大阪支部 今後の取り組み

健康づくりサポートツールの充実

経済団体等との連携

⃝ 健康宣言事業所へのフォローアップツールとして、経営者・労務担当者向け専用ページの開設を予定。他事業所の
取り組み事例や事業主や労務管理者向けの健康経営にかかるサポートの要望に応えるコンテンツを配置することで、
より社内の健康課題解決に役立つ環境を整え、宣言後のサポート体制強化につなげる。

⃝ 健康宣言事業所へ簡単エクササイズ、症例別生活習慣改善アドバイス、健康レシピ、メンタルヘルス、健康経営の
進め方などが掲載された専門の情報誌を配布予定。従業員の健康意識の醸成への即戦力に利用いただくことを
想定。

⃝ 令和５年 10 月４日に開催された「日本健康会議 2023」において、協会と日本商工会議所がコラボヘルスの普
及拡大を目指し、既存の協定や取組を土台として、今後事業所に対する更なる取組の推進を協働して行うことを発
表。この発表内容を踏まえ、具体的な協議と取組の一層の強化・発展を図る。

⃝ 今後の連携事業の推進にあたり、大阪府商工会議所連合会および府内の各商工会議所と協定の締結もしくは連
携事業の検討を行うなど、顔の見える関係を構築し、地域における連携の強化を進めていく。

⃝ 大阪商工会議所とは、令和6年度より、大阪府、協会けんぽ大阪支部の三者連携による健康経営セミナーを実施
する予定としている。
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Ⅲ.ジェネリック医薬品使用促進について
〈企画総務グループ〉
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大阪支部における最新のジェネリック医薬品使用割合

注１．協会けんぽ（一般分）の医科、DPC 、歯科、調剤レセプトについて集計したものである。（ただし、電子レセプトに限る。）
注２．「数量」とは、薬価基準告示上の規格単位ごとに数えた数量をいう。
注３．加入者の適用されている事業所所在地別に集計したもの。
注４． 「新指標による後発医薬品使用割合（数量ベース）」は、[後発医薬品の数量]／（[後発医薬品のある先発医薬品の数量]＋[後発医薬品の数量]）で

算出している。医薬品の区分は、厚生労働省「各先発医薬品の後発医薬品の有無に関する情報」に基づいて設定している。
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ることができていない。
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【医療機関の視点】

院外処方

院外処方ジェネリック医薬品使用割合

偏差値
（※11）

指標数値
影響度
（※12）

偏差値
（※11）

指標数値 影響度 偏差値 指標数値 偏差値 指標数値 影響度 偏差値 指標数値 影響度 偏差値 指標数値 偏差値 指標数値 偏差値 指標数値 影響度 偏差値 指標数値 偏差値 指標数値 偏差値 指標数値 影響度

豊能 44 78.2 - 0.12 55 70.1 + 0.05 55 19.8 32 80.2 - 0.19 40 58.2 - 0.07 42.7 38.0 31.3 60.3 32 80.2 - 0.19 32 84.4 55 80.2 30 18.7 - 0.20

三島 67 83.1 + 0.27 59 72.9 + 0.06 68 15.0 64 84.8 + 0.13 38 57.9 - 0.07 33.7 30.6 49.3 63.0 64 84.8 + 0.13 60 88.6 68 85.0 53 15.2 + 0.02

北河内 55 80.6 + 0.13 52 68.6 + 0.04 51 21.2 56 83.7 + 0.09 48 60.0 - 0.02 51.7 45.4 49.9 63.1 56 83.7 + 0.09 57 88.1 51 78.8 64 13.5 + 0.17

中河内 41 77.7 - 0.17 37 59.0 - 0.16 51 21.3 48 82.6 - 0.02 70 64.6 + 0.13 63.6 55.2 69.6 66.1 48 82.6 - 0.02 54 87.7 51 78.7 52 15.3 + 0.02

南河内 32 75.7 - 0.25 28 53.1 - 0.24 32 28.2 56 83.7 + 0.04 53 61.1 + 0.01 57.7 50.3 51.0 63.3 56 83.7 + 0.04 65 89.4 32 71.8 57 14.5 + 0.05

堺市 46 78.6 - 0.08 53 68.9 + 0.04 44 23.7 42 81.6 - 0.08 58 62.0 + 0.05 63.1 54.8 49.8 63.1 42 81.6 - 0.08 46 86.5 44 76.3 61 13.9 + 0.10

泉州 51 79.8 + 0.03 48 66.0 - 0.03 40 25.4 61 84.3 + 0.12 42 58.8 - 0.05 42.0 37.5 58.4 64.4 61 84.3 + 0.12 60 88.7 40 74.6 55 14.9 + 0.05

大阪市 53 80.0 + 0.19 55 70.3 + 0.24 52 20.9 48 82.5 - 0.09 50 60.5 + 0.01 49.8 43.9 48.9 63.0 48 82.5 - 0.09 46 86.5 52 79.1 45 16.4 - 0.19

全体 - 79.5 - - 67.1 - - 21.6 - 82.8 - - 60.4 - - 44.0 - 63.1 - 82.8 - - 87.1 - 78.4 - 15.6 -

病院 診療所

院内処方ジェネリック医薬品使用割合

院内処方率
（※6）

一般名処方率
（※7、13）

【薬局の視点】 【患者の視点】

院内処方

調剤ジェネリック医薬品使用
割合
（院外処方再掲）

一般名処方限
定調剤ジェネ
リック医薬品使
用割合
（※8）

院外処方率
（※9）

加入者ジェネリック拒否割合
（※10、13）

二次医療圏
名
（※1、14）

ジェネリック医薬品使用割合
（全体）

（※2、3、4、5）

●ジェネリック使用割合
豊能・南河内・中河内で使用割合が低く影響度も大きい

●医療機関の視点から見た課題
南河内・中河内で院内、豊能で院外処方率が低く影響度も大きい

●薬局の視点から見た課題
豊能でジェネリック医薬品使用割合が低く影響度も大きい

●患者視点から見た課題
大阪市・豊能でジェネリック拒否割合が高く影響度も大きい

南河内：富田林市、河内長野市、松原市、羽曳野市、藤井寺市、大阪狭山市、太子町、河南町、千早赤阪村

豊能：豊中市、池田市、吹田市、箕面市、豊能町、能勢町 中河内：八尾市、柏原市、東大阪市

【二次医療圏の内訳】

緑色：偏差値50以上の項目 赤色：偏差値50以下の項目 ※色が多いほど偏差値が高（低）い 令和5年4月診療分レセプトデータ調べ。

協会けんぽ大阪支部 二次医療圏ごとの課題

 影響度とは、偏差値50からの差分が、府全体のジェネリック医薬品使用割合に与える影響を示す。例えば、影響度が-1.0ならば、当該指標が府全体のジェネリック割合を1.0ポイント引き下げている。
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大阪支部の課題その他

・加入者拒否割合が全国平均値より高い【参考：大阪15.6％ 全国13.0％ 】
・院外処方では、診療所のマイナス影響度が大きい（▲1.6）【参考：大阪83.1％ 全国85.7 ％ 】

診療種別の課題

・40歳以上のマイナス影響度が大きい（40～59・60歳以上を足すと▲2.47）
【参考 ：大阪79.4 ％ 全国82.9％ ※40～59歳・60歳以上の平均】

・若年層（7～19歳）の使用割合が低い（偏差値37.0）【参考（指標指数）：大阪74.6％ 全国79.0％ ※7～15歳・15～19歳の平均】

年代別の課題

薬効別の課題

業種別の課題

・社会保険・社会福祉介護業は他業種よりマイナス影響度が大きい（▲0.34）【参考：大阪79.9％ 全国83.2％ 】
・医療業・保健衛生業は他業種よりマイナス影響度が高い（▲0.25） 【参考：大阪77.1％ 全国79.9％ 】

・循環器官、中枢神経系薬のマイナス影響度が大きい（2つを足すと▲1.6）
【参考：（循環器官用薬）大阪79.5％ 全国82.7％ （中枢神経系用薬）大阪69.6％ 全国74.9％ 】

 令和5年4月診療分レセプトデータ調べ。
 影響度とは、偏差値50からの差分が、府全体のジェネリック医薬品使用割合に与える影響を示す。例えば、影響度が-1.0ならば、当該指標が府全体の
ジェネリック割合を1.0ポイント引き下げている。
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令和５年度 使用促進に向けたアプローチ①

医療機関・薬局への展開

〇 ジェネリック医薬品に関する「情報提供ツール」を展開

各医療機関や薬局ごとの府内や二次医療圏と比較した
ジェネリックの使用状況等を掲載。

・自治体と連携し、豊中市・大東市・富田林市の医療機関へ郵送で提供（約700か所）
・大阪府薬務課と連携し、大阪府下の全ての薬局へ郵送で提供（約4,000か所)
・チェーン展開をしている薬局の管理薬剤師等と面談し状況説明および情報交換

【掲載されている内容】
・協会けんぽ加入者へのジェネリック医薬品処方状況
・医療機関や薬局ごとのジェネリック医薬品使用割合向上に特に寄与する医薬品
・性別および年齢別のジェネリック医薬品数量割合 ほか

【薬局版：見本】
加入者へのアプローチ ①

〇「ジェネリック軽減額通知」の送付（年2回)

先発医薬品からジェネリック医薬品に切り替えた時の具体的なお薬の軽減額をお知らせ。
7歳以上の加入者を対象とし、年2回（8月・2月）通知を送付している。

年代や性別などターゲット別に説明部分を変更し送付

成人男性向け サンプル 中高年女性向け サンプル未成年保護者向け サンプル



17

令和５年度 使用促進に向けたアプローチ②

加入者へのアプローチ ②

〇 令和5年度 ジェネリック医薬品使用促進集中広報（令和6年1月）

 マイナス影響度の高い中高齢者をターゲットに、1か月間、医療機関、薬局
(計364施設)において、使用促進動画の広告配信を実施

 ジェネリック拒否割合が高い地域（大阪市、豊能地区）に向けて大阪府内主
要5駅、阪急バスのデジタルサイネージ広告、アイセイ薬局内ポスター掲
示、箕面でのシネアドを実施。リビング新聞（北摂版、大阪市内版）を配
布。

 TVerにおけるWeb広報（動画広告×位置情報ターゲティング広告）を実施

【掲出ポスター】

【サイネージ】

【調剤薬局】

【JR 天王寺駅】

【医療機関】

【御堂筋線 梅田駅】 【JR大阪駅グランドビジョン】

動画部分
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令和6年度 使用促進に向けたアプローチ

〇「ジェネリック軽減額通知」の送付

送付対象を患者拒否割合が高い区域に限定して実施計画書を策定
（対象地域）
豊中市、天王寺区、北区、中央区、阿倍野区、福島区、河内長野市、箕面市

（年齢層）
大阪支部は７～19歳および60歳以上の年齢層の使用割合が低いため、若年層に対象を絞らず全年齢層を対象とする。

〇 ジェネリック医薬品使用促進集中広報

豊中市

天王寺区

大阪市北区

中央区

阿倍野区

福島区

河内長野市

箕面市

-0.13 

-0.12 

-0.10 

-0.10 

-0.07 

-0.06 

-0.06 

-0.05 

患者拒否割合
マイナス影響度が高い地域

年代 0～6 7～14 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39

使用割合 81.2％ 73.3％ 75.8％ 81.0％ 82.4％ 82.4％ 80.9％

年代 40～44 45～49 50～54 55～60 60～64 65～69 70～

使用割合 80.2％ 80.0％ 79.9％ 79.8％ 79.3％ 78.9％ 77.9％

大阪支部 年代別 ジェネリック使用割合

（■…マイナス影響度が0.1～0.3 ■…マイナス影響度が0.4以上）

令和５年5月以降で使用割合が80％を超えていることから、駅等でのデジタルサイネージ広告は実施せず、薬局や、医療機関の待合
室などに設置しているデジタルサイネージ広告を中心に実施予定。

令和６年度は、本部による全支部分の一律実施・一括送付は実施せず、各支部のジェネリック医薬品の使用割合や判断等を踏まえ軽減
額通知による効果が相対的に高いことが期待される範囲（主に15～39歳）に送付対象を限定した上で実施。
→直近で80％未満である支部は必須で実施することとされ、その他の支部については、手上げ方式により実施計画を提出、本部審査によ
り認可された場合のみ実施。
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バイオシミラー普及促進に向けた取り組み（バイオシミラーについて①）

バイオシミラーについて

医薬品

低分子医薬品

（従来型医薬品）

先発医薬品

後発医薬品

（ジェネリック医薬品）

高分子医薬品

（バイオ医薬品）

先行バイオ医薬品

バイオ後続品

（バイオシミラー）

医薬品におけるバイオシミラー

価格は、一般的な医薬品（例外あり）と比べて非常に高価となっている。

厚生労働省医政局医薬産業・医療情報企画課



20

バイオシミラーに係る政府方針

バイオシミラー普及促進に向けた取り組み（バイオシミラーについて②）

厚生労働省医政局医薬産業・医療情報企画課

厚生労働省医政局医薬産業・医療情報企画課
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バイオシミラーに係る目標について

バイオシミラー普及促進に向けた取り組み（政府方針）

厚生労働省医政局医薬産業・医療情報企画課
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バイオシミラー普及促進に向けた協会けんぽの取り組み

バイオシミラー普及促進に向けた協会けんぽの取り組み

⃝ バイオシミラーについては、高額のため、高額療養費や公費助成を利用している患者が多く、ジェネリック医薬品のよ
うに利用者が必ずしも負担軽減につながるわけではないことから、主に医療機関へのアプローチを中心に実施する。

⃝ パイロット事業に参加する支部（大阪支部も該当）にて、本部が作成した使用促進ツールを使用し、医療機関
訪問を実施する。

⃝ パイロット事業での医療機関訪問にて効果検証を実施し、普及促進にむけた課題の調査や、効果的なアプローチ
方法を構築しながら全国展開を図る。


